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中国税務 

非貨幣性資産の投資に係る個人所

得税政策の公布 

 

財政部および国家税務総局（以下「国税総局」）は 2015 年 3 月 30 日に「個人の非

貨幣性資産の投資に係る個人所得税政策に関する通知」（財税[2015]41 号、以下

「41 号文」）を公布した。その後まもなく、国税総局は 4 月 8 日に 41 号公告の適

用に関わる「個人の非貨幣性資産の投資に係る個人所得税の徴収管理問題に関する

公告」（国家税務総局公告 2015 年第 20 号、以下「20 号公告」）を公布した。 

 

41 号文によれば、個人が非貨幣性資産をもって行う投資は、個人による非貨幣性資

産の譲渡と投資が同時に発生したものとみなされ、非貨幣性資産の譲渡による所得

に対しては“財産譲渡所得”として個人所得税を納付しなければならない。同時

に、41 号文により、上海自由貿易試験区で試行されていた個人の非貨幣性資産の投

資に係る分割納税政策が全国で実施されることになった。2015 年 4 月 1 日に施行さ

れた 20 号公告では、課税所得額の計算、分割納税計画の届出、被投資企業の報告

義務等の、41号文の政策の実施に関わる具体的な事項について規定している。 

 

1．歴史的背景 

 

個人が非貨幣性資産をもって投資する場合の個人所得税の取扱いについては、法規

上も実務上も変遷を遂げてきた。以下では、近年において出された関連の文書につ

いて簡単に整理する。 

 

個人が非貨幣性資産をもって投資した場合の個人所得税の取扱いについて最初に取

り上げた文書の一つは、2005 年に国税総局が福建省地方税務局に宛てて出した返答

書（国税函[2005]319 号、以下「319 号文」）である。319 号文では、非貨幣性資産

をもって投資した個人は、当該行為によって被投資企業の持分を取得した時点で

は、資産の価値増加額に対する個人所得税を暫定的に免除されるが、投資の回収、

譲渡または清算をする時点で所得がある場合、規定に従って個人所得税を課すとし

ていた。その後、一部の地方の税務機関（例えば、浙江省地方税務局）も、319 号

文の政策の趣旨および取扱いを踏襲する通達を公布した。 

 

2008 年には、一部の地方の税務機関がウェブサイトに「資産の価値増加額に係る個

人所得税の徴収問題に関する通知」（国税発[2008]115 号、以下「115 号文」）を掲

載した。115 号文の第 2 条では、“個人が価値の増加した非貨幣性資産をもって投

資を行い、持分を取得した場合、個人が取得した持分の価値が当該資産の原価を上

回る部分は個人所得に該当し、“財産譲渡所得”として個人所得税を計算しなけれ

ばならない。税額は個人が持分を取得するときに被投資企業が源泉徴収する“と規

定していた。しかし、115 号文はすぐにウェブサイトから削除された。319 号文と

115 号文における税務上の取扱いは明らかに異なるため、政策に対する理解および

実務運用において不確定性を生じることとなった。319 号文では、関連の所得に対

する課税を持分の処分時点まで繰り延べることを認めているが、115 号文では投資

時点で被投資企業が税額を源泉徴収することを求めており、実質的に 319 号文の繰

延処理を否定するものとなっている。 

 

    Tax 

Tax Analysis P217/2015 – 2015 年 5 月 18 日 

（日本語翻訳版） 

 

mailto:huawang@deloitte.com.cn
mailto:juliezhang@deloitte.com.cn
mailto:yichen@deloitte.com.cn
mailto:joycewxu@deloitte.com.cn
mailto:gukang@deloitte.com.cn
mailto:tojasper@deloitte.com.hk


2011 年 1月に公布された国家税務総局公告 2011年第 2号により、319 号文は廃止された。同年 2月、国税総局は江蘇省

地方税務局に対する返答書（国税函[2011]89 号、以下「89 号文」）において、ある会社の個人株主が価値の増加したそ

の会社の持分をもって他の会社の第三者割当増資に参加することは財産譲渡行為に該当し、その所得は“財産譲渡所

得”として個人所得税を納付しなければならないとした。ただし、89号文では納税時点について特に規定していない。 

 

最終的に、2013 年に国務院が発布した上海自由貿易試験区全体方案（国発[2013]38 号）において、上海自由貿易試験区

に登録した個人株主が、非貨幣性資産による対外投資等の資産再編行為により生じた資産の価値増加部分に係る所得税

を 5 年を超えない期間において分割納付することが試験的に認められた。今回、財政部と国税総局が共同で公布した 41 

号文はこの試験的政策の適用範囲を全国に広げるものである。 

 

2．41 号文と 20 号公告の主な内容 

 

2.1 適用範囲 

 

41 号文では、個人が投資時点で非貨幣性資産の価値増加額に対して納税することを要求しているが、個人による投資を

奨励する目的で、個人が分割納税する方式を認め、かつ当該政策の適用範囲を全国に広げた。 

 

“非貨幣性資産の投資”には、非貨幣性資産を出資して新しい企業を設立すること、および非貨幣性資産を出資して企

業の増資、第三者割当増資、株式交換、再編等の投資行為に参加することを含む。 

 

2.2 課税所得額の計算 

 

41 号文の規定によれば、個人が非貨幣性資産を投資する場合、評価後の公正価値によって非貨幣性資産の譲渡収入を認

識しなければならない。また、当該譲渡収入から当該資産の原価および合理的な税金費用を差し引いた残額が課税所得

額となる。 

 

20 号公告に基づき、“非貨幣性資産の原価”とは、納税者が当該資産を取得した時に実際に発生した支出を指す。もし

納税者が十分かつ正確な非貨幣性資産の原価の証拠を提供できず、非貨幣性資産の原価を正しく計算できない場合、管

轄税務機関は法によりその非貨幣性資産の原価を査定することができる。また、“合理的な税金費用”とは、納税者が

非貨幣性資産を投資する過程で発生した、資産の移転に関連する税金および合理的な費用を指す。 

 

納税者が持分をもって投資を行う場合について、20 号公告では、「持分譲渡所得に係る個人所得税管理弁法（試行）」

（国家税務総局公告 2014 年第 67 号、以下「67 号公告」）の関連規定に従い、持分の原価を確定すべき旨を明らかにし

ている1。しかし、20 号公告では、納税者が技術発明成果等の無形資産をもって投資する場合の原価の確定については何

らの指針も提供していない。 

 

2.3 納税申告 

 

41 号文と 20 号公告によれば、非貨幣性資産を投資し、被投資企業の持分を取得した個人は納税者となり、当該投資行

為の発生した翌月 15 日以内に管轄税務機関で納税申告を行う必要がある。一括して納税することが困難な場合、納税者

は分割納税することができる。具体的には下記 2.4を参照。 

 

なお、個人が投資する資産の類型により、非貨幣性資産の投資行為に係る管轄税務機関は異なる。 

 

・納税者が不動産で投資する場合は、不動産の所在地の地方税務機関を管轄税務機関とする。 

・納税者が保有する企業持分で投資する場合は、当該企業の所在地の地方税務機関を管轄税務機関とする。 

・納税者がその他の非貨幣性資産で投資する場合は、被投資企業の所在地の地方税務機関を管轄税務機関とする。 

 

2.4 分割納税および関連の届出手続 

 

上述の通り、41 号文では、納税者が一括納税することが困難な場合、課税行為が発生した日から 5 カ年度以内に個人所

得税を分割納付できるとしている。分割納税政策は 2015 年 4月 1 日から施行されるが、2015年 4月 1日より前 5年以内

に発生した、まだ納税処理を行っていない個人による非貨幣性資産の投資にも適用できる。よって、2015 年 4 月 1 日よ

り前に非貨幣性資産の投資を行った個人であっても、残余期間内において納税額を分割納付することができる。 

 

ただし、納税者が投資取引の過程で現金対価を受領した場合には、現金部分を優先的に納税に充当し、現金が不足する

部分の税額についてのみ分割納付することができる。また、納税者が分割納税期間に保有する持分を譲渡して現金収入

を取得した場合も、当該現金収入を優先的にまだ納付していない税額の納付に用いなければならない。 

 

41 号文は納税者に対して、分割納税を行う前に管轄税務機関に分割納税計画を届け出ることを要求している。20 号公告

では当該要求の実行に関して具体的に規定している。2015 年 4 月 1 日以降に発生した取引に対して、納税者が分割納税

                                                
1 2014年 12月 30日発行の Tax Analysis-「国家税務総局が『持分譲渡所得に係る個人所得税管理弁法』を公布」を参照。 



する必要がある場合、被投資企業の持分を取得した日の翌月 15 日以内に、自ら納税計画を立て、管轄税務機関に届出に

必要となる資料を提出しなければならない。これには、「非貨幣性資産に係る個人所得税分割納付届出表」、納税者の

身分証明書、投資契約書、非貨幣性資産の評価価格の証明資料、非貨幣性資産の原価と合理的な税金費用を証明する関

連資料等が含まれる。2015 年 4 月 1 日より前に発生した取引に対して、納税者が分割納税することを希望する場合の届

出期限は、20号公告の公布日（即ち 4月 8 日)から 30日以内である。 

 

分割納税期間において、納税者の分割納税計画に調整または変更が生じた場合、改めて分割納税計画を立てる必要があ

り、管轄税務機関にも改めて「非貨幣性資産に係る個人所得税分割納付届出表」を提出しなければならない。 

 

2.5 被投資企業の報告義務 

 

20 号公告では、被投資企業が個人所得税を源泉徴収することは要求していないが、被投資企業の報告義務について規定

している。個人が被投資企業に非貨幣性資産を出資して当該企業の持分を取得したとき、および分割納税期間において

納税者の持分に変動が生じたときには、被投資企業は関連事項が発生した後 15 日以内に管轄税務機関にその状況を報告

し、かつ税務機関の公務の遂行に協力しなければならない。 

 

3．デロイトのコメント 

 

41 号文では、個人が非貨幣性資産をもって投資を行う場合、資産の価値増加部分について投資時点で納税すべきことを

明らかにしているが、一方で納税者の資金繰りを考慮し、納税者が課税行為の発生した日から 5 カ年度以内に税額を分

割納付することも認めている。この取扱いは、「非貨幣性資産の投資に係る企業所得税政策の問題に関する通知」（財

税[2014]116 号）に類似するものである。後者においても、非貨幣性資産の投資によって生じた財産譲渡所得について、

5 年以内の期間に譲渡者の課税所得額に計上することを認めている。ただし、116 号文では譲渡所得を関連年度の課税所

得額に均等計上することを求めているのに対し、41 号文と 20 号公告には、分割納付する税額を各年度にどのように配

分すべきかに関する規定はない。このことは、41 号文と 20 号公告が適用される納税者は自由に分割納税計画を立てら

れることを意味する。今後、非貨幣性資産による投資を予定しているか、あるいは既にこのような投資を行ったが、ま

だ納税処理を行っていない個人は、41号文と 20号公告の潜在的な影響を評価する必要がある。 

 

 

注：本 Tax Analysis の内容は、デロイトのグローバル・エムプロイヤー・サービスに関わるものです。 
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